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Overview 

12月 12日の英国総選挙まで 1週間を切る中で、各政党は活発に選挙活動を

展開している。保守党が過半数の議席を獲得できるかが Boris Johnson首相

の離脱協定案の法制化に大きな影響を与えるため、その結果が注目される。 

 

Brexit、欧州の政治および経済に関する主な動きは以下の通りである。 

 Boris Johnson首相は、総選挙の結果続投となった場合には、離脱実現に

必要な関連法案をクリスマスまでに議会に提出すると公約している。保守

党は政権獲得後 100日以内に実施する優先施策として他に 7項目を挙げ

ており、その中で予算編成は 2月に行うとしている。 

 Jeremy Corbyn氏は 6日に行った演説の中で、漏洩したとされる政府文

書を示し、Johnson首相の離脱協定案では、北アイルランドと英国本土

との間に税関やセキュリティチェックが設けられることになっていると指

摘した。アイリッシュ海でどのような検査が行われるかは、多くの企業に

とって重要な問題である。しかし、その詳細の多くは、今後、英国と EU

の合同委員会で決定するとされている。 

 Annunziata Rees-Mogg氏、Lance Foreman氏、Lucy Harris氏、

John Longworth氏の 4人の欧州議会議員は Brexit党を離党し、保守党

に投票して Brexitを成し遂げようと呼びかけている。Rees-Mogg氏は離

党後、保守党の票が Brexit党に流れれば、保守党は残留派と連立を組む

ことになり、離脱に関する国民投票の結果が尊重されなくなる恐れがある

と指摘した。 

 民主統一党（DUP）のマニフェストには、北アイルランドに関する 12の

項目が掲げられている。その中には、「離脱後もアイリッシュ海に国境を

設けることなく、英国全土という 1つの市場を維持する」というものも含

まれている。DUPは獲得する議席を活かし、英国内における北アイルラ

ンドの経済上・憲法上の立場を脅かしかねない状況を是正させるべく影響

力を行使すると公約している。 

 先週行われた NATO首脳会議に先立ち、Donald Trump大統領は、

「Brexitの支持者」であると明言した。また、Trump氏は国民保健サー

ビス（NHS）について、米国は「かかわりたくない」として、将来の英米
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間の通商協議において NHSを対象とすることはないと述べた。Trump氏は前回の訪英時には、

通商協議では「あらゆるもの」が対象になると真逆の発言をしていた。 

 フランスでは Emmanuel Macron大統領が推進する年金制度改革に対するストライキにより、

大きな混乱が生じている。 

 10月のドイツの鉱工業生産は前年比 5.3％減と、この 10年間で最大の落ち込みを記録した。受

注が減少していることから、急速な回復は見込めない。 

 11月の英国のサービス部門の活動は、8か月ぶりに大きく落ち込んだ。 

 ユーロ圏銀行同盟の設立計画は、導入を検討していた預金保険スキームにドイツが条件を課し、

これにイタリアが反発したことから頓挫した。 
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